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Abstract
 

The Mode S extended squitter is a signal to implement the random access data link in1090MHz channel.The
 

International Civil Aviation Organization,ICAO,has reported on this data link as one of the candidate media for
 

Automatic Dependent Surveillance-Broadcast,ADS-B.It is also expected that the communication with Mode S
 

extended squitter will be applied to minimize the transponder utilization for the surveillance interrogation of
 

Airborne Collision Avoidance System,ACAS.The estimation of communication performance of Mode S extended
 

squitter is essential to estimate the surveillance performance for each application.

This paper describes statistical models of asynchronous interference to the Mode S extended squitter. The
 

determination of statistical model is an essential part of the evaluation of communication performance.It is well
 

known that the communication performance of Mode S extended squitter is degraded by the asynchronous
 

interference with exceeding the power level that is derived from the receiving power level of Mode S extended
 

squitter.The dominant source of asynchronous interference is the transponder replies in 1090MHz channel.

For the model determination,the measured data on interference signal count are analyzed to compare with the
 

Poisson distribution and the binomial distribution. They are farther compared with the Akaike Information
 

Criterion,AIC.The Poisson distribution has been used to represent the distribution of interference signal count
 

without verifying by measurement.The result of analysis shows that the Poisson distribution is suitable for the
 

performance estimation model on the communication with Mode S extended squitter. Finally, an example of
 

performance estimation is shown for the Tokyo airspace with measured interference parameters.
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１．まえがき

国際民間航空機関（ICAO：International Civil Avia-

tion Organization）では，航空機の位置や移動状況を監

視する手段となる放送型自動従属監視（ADS-B：Auto-

matic Dependent Surveillance-Broadcast）のデータリ

ンク媒体が検討されている。

ADS-Bは，各移動体の位置，速度，識別番号などの情

報を相互に交換するために放送型データリンクを用いる

監視方式である。各送受信機を一対一の通信で接続する

方式とは異なり，放送型データリンクは宛先を指定する

ことなく多数の受信者へ一括してデータ伝送する。監視

への応用を考えると，一対一の通信方式では１回の情報

更新のために監視者数×被監視者数の信号送信回数が必

要であるが，放送型データリンクでは被監視者数に等し

い送信回数で十分である。このため，航空機など多数の

移動体が相互監視する応用における信号発生量は，一対

一の通信方式では航空機数のほぼ自乗に比例するが，放

送型データリンクでは航空機数に比例する。このように，

放送型データリンクを利用するADS-Bは監視者や被監

視者が増加しても通信チャネルへの負荷が急増しない利

点があり，多数の移動体による相互監視への応用に適し

ている。

ICAOでは，応用毎の要求性能に応じて，監視用に提案

されている各種の放送型データリンク媒体の通信性能を

評価することが検討課題になっている。ADS-B用デー

タリンク媒体の有力な候補の一つとして，モード S拡張

スキッタ信号が提案されている。モード S拡張スキッタ

信号は，SSRモード Sのロング応答信号 と同じ波形の

信号をランダムなタイミングで送信するものである。こ

の信号を用いて，1090MHzチャネルにランダムアクセ

ス方式の監視用放送型データリンクを実現できる可能性

がある。例えば，航空機衝突防止装置（ACAS：Airborne
 

Collision Avoidance System）の監視方式の改良を目的

として，モード S拡張スキッタを用いる放送型データリ

ンクを応用した複合監視方式 が提案され，ICAO標準

方式とするための規格改訂が進められている。さらに，

モード S拡張スキッタを用いる監視方式がADS-Bの

要求性能を満たす可能性を検証するため，各国で研究が

行われている。

モード S拡張スキッタの通信性能を決定する一要因

である信号解読率は，非同期混信妨害により劣化する。

非同期混信妨害は，主にモード S拡張スキッタと通信

チャネルを共用する信号との間で発生する。モード S拡

張スキッタを用いる通信を実用化する前提として，この

性能劣化が許容範囲内にあることの検証が必要である。

平均的な通信性能を定量的に評価する計算方法には，非

同期混信妨害の統計的性質を用いて解読率を求める手法

が知られている 。この計算結果の妥当性を議論するた

めには，計算に使用する非同期混信妨害の統計モデルが

現実的であることの検証が必要である。これまでの通信

性能予測では，非同期混信妨害によりあるモード S拡張

スキッタに混信する信号数の分布を表す統計モデルとし

てポアソン分布が使用されている。しかし，実際の非同

期混信妨害の統計的な性質について実験的な検証が行わ

れていない。

そこで，本報告では，モード S拡張スキッタの通信性

能の予測計算について根拠を得るため，計算に使用され

る非同期混信妨害の統計的性質を実験データにより検証

する。最初に，モード S拡張スキッタの概要と非同期混

信妨害の影響について述べる。次に，非同期混信妨害の

統計的性質として，あるモード S拡張スキッタに混信す

る信号数の確率分布を表現するために用いられる統計モ

デルの例をまとめる。さらに，非同期混信妨害の受信測

定結果を分析して混信する信号数の分布を求め，赤池情

報量基準を用いて統計モデルに対する分布形状測定値の

適合度を検証した結果を示す。最後に，モード S拡張ス

キッタの解読率の予測計算方法を示し，東京空域で測定

したデータをもとにした計算結果について考察する。

２．モード S拡張スキッタの概要

2.1 モード S拡張スキッタ信号

SSRモード Sは，二次監視レーダ（SSR：Secondary
 

Surveillance Radar）の改良型である。その信号には，

各種の質問信号や応答信号の他に，モード Sスキッタ

（Mode S squitter）と呼ばれる信号が２種類定義されて

いる 。これらは，モード Sスキッタ（またはモード S補

足スキッタ：Mode S acquisition squitter）およびモー

ド S拡張スキッタ（Mode S extended squitter）と呼ば

れる。これらの信号は，航空機に搭載されたモード Sト

ランスポンダが送信する短時間の信号である。モード S

スキッタは，ACASの初期捕捉を援助する目的で既に使

用されている 。モード S拡張スキッタは，モード Sス

キッタの信号長を拡張してデータ伝送量を増加させたも

のであり，将来の応用が研究されている。

図１に，モード S拡張スキッタ信号の波形を示す。ま

た，モード S拡張スキッタの諸元を表１に示す。詳細は
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ICAO ANNEX 10VolumeⅣに記載されている 。

モード Sスキッタおよびモード S拡張スキッタは，

モード Sトランスポンダが送信するモード S応答信号

と同じ波形と搬送波周波数（1090MHz）を持つ。モード

S応答信号は，プリアンブルとデータブロックから構成

され，データブロックの長さによりモード Sショート応

答信号とモード Sロング応答信号に分類される。モード

Sスキッタは，モード Sショート応答信号と同じ波形で

ある。また，図１のモード S拡張スキッタは，モード S

ロング応答信号と同じ波形である。これらの信号のデー

タブロックは誤り検出訂正符号化されており，若干の

バースト誤りは許容される。

モード Sスキッタ信号の通信手順は，送信時に受信者

を指定せず，すべての受信者がデータを解読できる放送

プロトコルである。また，送信タイミングが質問信号に

より決定される応答信号とは異なり，トランスポンダが

決定するランダムなタイミングで自発的に信号が送信さ

れる。このため，ランダムアクセス方式の放送型データ

リンクを実現できる。

2.2 非同期混信妨害

モード Sスキッタのような短時間のバースト信号に

対する混信妨害は，同期性混信妨害と非同期混信妨害に

分類される。同期性混信妨害は，目的の信号と同期して

発生する別の信号による混信妨害である。非同期混信妨

害は，この同期現象が見られない混信妨害である。スキッ

タはランダムなタイミングで送信されるため，他の送信

機の信号による干渉は，原理的に非同期混信妨害のみで

ある。

スキッタの送信側では，事前の信号衝突回避や，受信

側で発生する信号衝突に応じた信号再送信を行わないた

め，スキッタ相互の非同期混信妨害が発生する。また，

モード S拡張スキッタが使用する1090MHzチャネル

は，前述の SSRや，敵味方識別装置（IFF：Identifica-

tion Friend or Foe），ACASなどの質問信号に対する応

答信号に割り当てられている。これらの応答信号を送信

するATC/IFFトランスポンダなど，1090MHzチャネ

ルを共用する他のシステムも，信号衝突回避機能を持た

ない。このため，これらの信号は，相互に非同期混信妨

害の原因となる。このように，目的の信号送信に同期し

ていないインタロゲータ（質問装置）に対する応答によ

る非同期混信妨害は，特にフルーツ（FRUIT：False
 

Replies Unsynchronized to Interrogator Transmission

または False Replies Unsynchronized In Time）と呼ば

れる。SSRなどインタロゲータへの応答信号には，前述

のモード S以外の応答モードとそれに応じた信号波形

が定義されている 。これらの各モードの応答信号も，

短時間のパルス列である。モード S拡張スキッタに対す

るフルーツには，モードA/C応答信号や IFFモード1/2

応答信号に代表される従来型の応答信号と，モード S応

答信号によるものが主な要因であると考えられる。

以上より，非同期混信妨害は，スキッタ相互の混信の

他にも，図２に示すフルーツなど他のシステムの信号に

よる混信が考えられる。本稿では，これら２種類の非同

期混信妨害を総称して，非同期混信妨害と呼ぶ。

2.3 非同期混信妨害が解読率に与える影響

非同期混信妨害が発生すると，データ解読誤りや解読

不能な状況が発生し得る。このため，モード S拡張ス

キッタが正しく受信解読される確率を考えるときには，

これらの混信の発生を考慮する必要がある．

モード S拡張スキッタが正しく受信解読される確率

表１ モード S拡張スキッタの諸元

信号波形 モード Sロング応答信号と同じ（図１)

プリアンブル ８μs

データブロック 112μs

搬送波周波数 1090±１MHz

信号電力 モード Sトランスポンダの出力

アンテナ端子にて18.5～27dBW

変調方式 データブロック内２値パルス位置変調

ビットレート1Mbit/s

送信レート 位置情報，速度情報 飛行中：2Hz

空港面：速度適応

識別情報 0.2Hz

イベント情報 適宜送信

符号化方式 24ビット巡回符号

24μsの範囲内の誤り検出訂正可能

図１ モード S拡張スキッタ信号
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Pは，次の式で求めることができる 。

P＝P P ⑴

ただし，各変数は次の意味を持つ。

P ：検出率：受信信号電力が受信機MTL（Mini-

mum Triggering Level）を超えて，信号が受信

機に検出される確率

P ：解読率：データの解読誤りが発生しない確率

検出率 P は，送信電力，伝搬距離，受信機MTL，使

用するアンテナの利得指向性特性と送受信機の方向の分

布などから算出される。

解読率 P は，モード S拡張スキッタに混信する信号数

が誤り検出訂正符号の性能の限界を越えない確率として

算出できる。この計算において，あるモード S拡張ス

キッタに混信する信号数の確率分布を示す統計モデルが

使用される。統計モデルの例を本報告の３．に示す。ま

た，計算例を，本報告の６．に示す。

３．非同期混信妨害の統計モデル

3.1 ポアソン分布モデル

ポアソン分布モデルは，トランスポンダ数が十分多く

それぞれの送信時間率（デューティーレシオ）が十分低

い場合に適している 。同じ継続時間を持つ k個の信号

Bが信号Aに混信する場合を考える。このとき，ポアソ

ン分布モデルは，次の式で表される。

p(k，r)＝r exp(－r)／k! ⑵

ただし，変数は次の意味を持つ。

r：平均混信数：ある信号Aに混信妨害している信号

Bの数の平均

k：混信数：ある信号Aに混信妨害している信号 B

の数。ただし，kは０または正の整数。

ここで，rは次のように求められる。

r＝Tf＝(T ＋T )f ⑶

ただし，各変数は次の意味を持つ。

f：平均信号発生レート：混信妨害となる信号 Bの単

位時間当たり平均発生数

T：混信期間：ある信号Aに別の信号 Bが混信でき

る時間範囲

T ：混信を受ける信号Aの継続時間

T ：混信する信号 Bの継続時間

ここで，信号 Bが混信期間 Tに発生する場合，ある信号

Aに混信する。

ポアソン分布モデルは，モード S拡張スキッタの検出

確率を予測計算する際に使用された例がある 。また，

ポアソン分布モデルは，SSRへの応答信号に対するフ

ルーツの影響に関する理論的分析にも用いられてお

り ，簡便であるためランダムに近い混信の分析に広く

使用されている。

3.2 二項分布モデル

トランスポンダ数が少ない場合やトランスポンダの送

信時間率が高い場合は，理論的に二項分布モデルが適し

ている 。前述のポアソン分布の場合と同様に，同じ継続

時間を持つ k個の信号 Bが信号Aに混信する場合を考

える。混信する信号の発生が相互に独立な過程であると

すると，二項分布モデルは次の式で表される。

b(n，k，s)＝ C s(1－s) ⑷

ただし，kはポアソン分布と同じ混信数であり，その他の

各変数は次の意味を持つ。

n：最大混信数：ある時間内においてある信号と衝突

する信号数の最大値

s：混信確率：混信し得る n個の信号の中からある一

つの信号に着目したとき，この信号が混信する確率

ここで，n個の信号についてこれらの混信確率 sをすべ

て同じ値としたため，前述の平均混信数 rを用いて sを

求めることができる。

s＝r／n ⑸

ただし，nは混信し得る最大の信号数であって，トランス

ポンダ数に等しいとは限らない。ある１台のATCトラ

ンスポンダが応答後に次の応答が可能になるまでの時間

（デッドタイム）は，通常50μs前後に設定されている例

が多く ，この値はモード S拡張スキッタ信号の継続時

間の120μsより短い。このため，混信を発生させるトラン

スポンダが１台であっても，モード S拡張スキッタには

図２ スキッタへの非同期混信妨害の発生
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複数の応答信号が混信し得ることになる。

二項分布モデルは，rを一定に保ちながら nを大きく

し同時に sを小さくすると，ポアソン分布になることが

知られている 。

3.3 統計モデルの妥当性

3.2に示した混信数の確率分布を示す統計モデルでは，

各信号の送信がそれぞれ独立した確率過程であるとみな

している 。しかし，各トランスポンダの応答は SSR/

IFFやACASの質問信号に同期しており，トランスポン

ダの配置は航空路上に整列している場合が多い。さらに，

SSR/IFFの質問信号に応答するトランスポンダは，数

秒周期で回転する細いビームパターン内のものが主であ

る。このため，短時間内の現象では非同期混信妨害発生

過程の独立性の低下が懸念され，上記の統計モデルの妥

当性について意見が分かれるところである。

さらに，統計モデルが有効な時間範囲の問題がある。

例えば，ACASが特定の航空機と遭遇する時間は数分間

であり，これに長時間測定の結果得られた統計モデルを

適用できるかが問題になる。長時間にわたる測定には多

数の航空機が関与するが，数分程度の短時間の測定では

混信に関与する航空機数は少なく，適用する統計モデル

の形が変化する可能性があるためである。

さらに，空域に存在する航空機数は時間とともに大き

く変動し，混信を発生させる条件は一定ではない。

このため，性能予測に使用する統計モデルについて，

実際に観測される混信数の分布に適合していることを確

認する必要がある。

４．非同期混信妨害の測定実験

非同期混信妨害について，混信数の度数分布や電力分

布の性質を知るため受信測定実験を行った。実験装置の

構成を図３に示す。測定には当研究所のACAS実験装置

を使用した。ACAS実験装置は，1090MHz受信機とデ

コーダを持ち，この周波数帯の信号を受信解読できる。

半波長ダイポールアンテナと同じ利得を持つ無指向性ア

ンテナを当研究所の建物屋上に設置し，全方位から到来

する電波を測定対象にした。

実験では，毎秒１回設定する約250μsの受信期間内に

ついて，受信機 LOGビデオ信号波形およびデコーダに

使用されているパルスプロセッサの出力を記録した。信

号波形のサンプルレートおよびパルスプロセッサの出力

更新レートは８MHzである。パルスプロセッサの出力

には，受信機のMTL(－77dBm）を超える電力を持つパ

ルスや各種応答信号の検出フラグが含まれている。これ

らの記録結果を用いて，混信する信号を計数した。パル

スプロセッサの信号検出処理方式は，TCAS-Ⅱ MOPS

に記載されているものと同じである 。

受信期間の範囲約250μsは，データ処理において考慮

する信号の継続時間から算出した。モード S拡張スキッ

タの信号継続時間である120μsの範囲を記録された受信

期間内に設定し，これに重畳する部分を持つ受信信号を

計数すれば，これがモード S拡張スキッタに混信する信

号の数つまり混信数になる。受信期間の長さは，モード

S拡張スキッタとこれに混信する信号の継続時間の和よ

り長くする必要がある。将来の実験においてはモード S

ロング応答信号も検出できるようにするため，両信号の

継続時間の和である240μsより長い時間として約250μs

を受信期間の長さに設定している。また，毎秒の受信期

間設定回数は，使用した実験装置がこの受信期間のデー

タ記録に対応可能な最高速度に近い値としたため，毎秒

１回になった。

今回のデータ処理の対象にした信号は，従来型の応答

信号とモード S応答信号の２種類である。

本実験装置で観測される従来型の応答信号（以下，モー

ドA/C非同期混信信号という）は，モード1/2またはモー

ドA/C応答信号による非同期混信妨害であり，日本国内

で多く使用されている従来型の SSR/IFFやACASの

質問信号に対する応答信号または従来型トランスポンダ

のスキッタとして発生する。従来型トランスポンダの中

にも受信機雑音などによりトリガされて従来型応答信号

図３ 実験装置の構成
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をスキッタとして送信するものがあるが，その送信レー

トは30Hz以下になるよう製造されている 。

本実験装置で観測されるモード S応答信号（以下，

モード S非同期混信信号という）は，ACASがモード S

トランスポンダに質問信号を送信したときの応答信号や

従来型のモード Sスキッタとして発生したものである。

この他の種類の信号も存在すると予想されるが，実験

中に記録された受信信号波形からは上記以外の信号と考

えられる波形を見いだせなかった。このため，このよう

な信号は，存在しないか無視できるほど少ない送信量で

あるとし，今回の混信の分析では無視している。

記録されたパルスプロセッサ出力データを用いて，受

信された信号から非同期混信妨害になり得る信号を抽出

した。モード S拡張スキッタの信号継続時間である120

μs（式⑶の T ）を記録された250μsの受信期間内に設定

し，これに混信する非同期混信妨害を計数した。この仮

想的なモード S拡張スキッタの開始時刻は，記録開始か

ら125μs後とした。計数対象とする混信信号の継続時間

（式⑶の T ）を120μsに加えた受信範囲内にその最初の

パルスが検出される場合を，混信発生とみなした。この

追加受信範囲は，仮想的なモード S拡張スキッタの直前

に設定した。このため，混信信号の検出対象となる時間

（式⑶の T）は，信号継続時間に応じて表２の値を用い

た。モード Sロング応答信号は，日本国内ではACASが

RAを発生したときにのみ送信され，非常に稀であるた

め今回のデータ処理では無視した。このほか，仮想的な

モード S拡張スキッタがあるとした120μsの期間内に

受信されたパルス数を計数した。以上のようにして計数

された非同期混信妨害数などは，モード S拡張スキッタ

に重畳する実際の数になる。

また，記録された受信波形を用いて，非同期混信妨害

の受信電力分布を求めた。受信電力は，パルス毎および

各種信号毎に計数した。信号毎の計数には，他のパルス

と混信していないブラケットまたはプリアンブルパルス

の受信電力を用いた。ブラケットパルスとは，モードA/

C応答信号などの従来型応答信号を構成するパルス列の

最初と最後のパルスである。

５．測定実験の結果

5.1 混信数の分布

想定した受信期間に検出された非同期混信妨害の数の

分布と確率分布モデルの値を表３と図４に示す。

これらの図表では，非同期混信妨害となる信号につい

て単位時間当たりの平均検出数を平均信号発生レート f

表２ モード S拡張スキッタとの混信期間 Tの値

混信する信号 T T

モードA/C応答信号 20.75μs 140.75μs

モード Sショート応答信号 64μs 184μs

モード Sロング応答信号 120μs 240μs

表３ モードA/C非同期混信妨害の混信個数の分布

混信数 相対度数 ポアソン分布 二項分布

０ 0.6024 0.6006 0.6001

１ 0.3018 0.3062 0.3069

２ 0.0808 0.0781 0.0780

３以上 0.0140 0.0151 0.0150

備考：1996年３月５日20000回測定 r＝0.5099n＝170

混信数 相対度数 ポアソン分布 二項分布

０ 0.591 0.588 0.588

１ 0.309 0.312 0.313

２ 0.081 0.083 0.083

３以上 0.019 0.017 0.016

備考：1996年３月６日7000回測定 r＝0.5309n＝170

混信数 相対度数 ポアソン分布 二項分布

０ 0.608 0.608 0.608

１ 0.301 0.302 0.303

２ 0.078 0.075 0.075

３以上 0.013 0.015 0.014

備考：1996年３月７日5000回測定 r＝0.4970n＝170

図４ 混信数の分布形状の比較

（1996年３月５日20，000回測定の例）
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とみなし，⑶式を用いて平均混信数 rを求め，確率分布モ

デルの値を算出している。

一般に，多数の信号が混信した状態で検出される場合

は，パルスプロセッサの性能の限界により検出される信

号数が実際の信号発生数より少なくなる。しかし，使用

したパルスプロセッサは，モードA/C応答信号が２個重

畳しても約97％の確率で検出できる。また，モード S応

答信号のプリアンブルにモードA/C応答信号が混信し

ても，95％以上の確率でプリアンブルを検出できる。

今回の実験の場合，設定した受信期間はモードA/C応

答信号の数倍の長さがあるため，この期間内に発生した

少数の信号が相互に混信する確率は十分低いと予想され

る。また，受信信号が相互に混信したとしてもパルスプ

ロセッサにより十分高い確率で検出される。このため，

上記のように，ACAS実験装置が受信検出した単位時間

当たりの信号数から平均検出数を求め，これを平均信号

発生レート fの値として近似している。

表３に示すように，1996年３月５日９時35分から15時

10分の間の20,000秒に観測された平均信号発生レート

は，モードA/C非同期混信信号が毎秒約3,600回，モー

ド S非同期混信信号が毎秒約20回であった。測定時間に

差があるが，３月６日および７日においてもほぼ同じ平

均信号発生レートであった。

表３より，混信数の実測値はポアソン分布モデルや二

項分布モデル（n＝170）と非常に近い値を持つことがわ

かる。測定日により平均混信数が変化するが，どの日も

同様の結果を得た。

ADS-B応用機器やACASを搭載した航空機がある

他の航空機に遭遇する時間は数分以内であり，上記の測

定時間よりはるかに短い時間である。しかし，表４のよ

うに，集計時間を100秒間に減少しても混信数の実測値は

ポアソン分布や二項分布に近い分布形状であった。

モード S非同期混信妨害についても，表５のように，

同様の結果を得た。

これらの図表に示すように，これら二種類の分布は同

様に良好な一致を見ることができる。ただし，二項分布

を測定データにフィッティングするためには，rと nの

値を調整する必要がある。平均混信数 rは測定結果から

得られるが，最大混信数 nは分布形状の適合度を見なが

ら調整する必要がある。表の値を求めるために使用した

n＝170は，使用した計算ソフトウェアで用いることがで

きる最大の値であり，このときに計算可能な数値範囲内

で最良の適合度が得られた。

測定値と各統計モデルの分布形状の適合度について

は，次節で定量的に検討する。

5.2 混信数の分布モデルの検証

測定された混信数の分布に統計モデルを当てはめるこ

とにより，その適合度を検討する。測定された分布デー

タが無制約な多項分布から得られたか，ポアソン分布や

二項分布などの何らかのパラメータに応じた制約を持つ

分布から得られたかを検証する必要がある。そこで，測

定された分布データをそのまま無制約な多項分布とみな

したものを比較対象とし，平均混信数 rでフィッティン

グしたポアソン分布や二項分布とともに，測定された混

信数の分布への適合度の比較を試みた。

確率分布モデルの適合度を比較する手法として，赤池

情報量基準(AIC：Akaike Information Criterion）が知

られている。AICの算出方法や応用上の注意事項は，文

献 に解説されている。同じデータを用いて比較した

AICの値が小さいほど分布の適合度が高く，少ないパラ

メータで分布形状を正確に表現できていることを示して

いる。

測定された度数分布について，ポアソン分布，多項分

布，二項分布に対するAICをそれぞれAIC0，AIC1，

AIC2とする。AICの計算結果を表６に示す。

ポアソン分布と無制約な多項分布を比較すると，AIC

の差であるAIC0-AIC1の値は負でありポアソン分布の

AICの方が小さい。一般に，AICの差に１以上の差があ

れば適合度に有意な差があるとされる。このため，ポア

ソン分布の方が測定された度数分布を少ないパラメータ

でより正確に近似することがわかる。このため，測定さ

表４ モードA/C非同期混信妨害の混信個数の分布

混信数 相対度数 ポアソン分布 二項分布

０ 0.47 0.48 0.48

１ 0.39 0.35 0.35

２ 0.09 0.13 0.13

３以上 0.05 0.04 0.04

備考：1996年３月５日100回測定 r＝0.74n＝170

表５ モード S非同期混信妨害の混信個数の分布

混信数 相対度数 ポアソン分布 二項分布

０ 0.9968 0.9964 0.9964

１ 0.0029 0.0036 0.0036

２以上 0.0003 0.0000 0.0000

備考：1996年３月５日20000回測定 r＝0.00364n＝170
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れた度数分布は，無制約な分布ではなく，ポアソン分布

のように何らかのパラメータに制約された分布形状を持

つことがわかる。

二項分布の適合度は，nの値に応じて変化する。そこ

で，AIC2を最小にするように nの値を求めることを試み

た。しかし，二項分布の適合度を向上させるためにはど

のデータについても rを一定にしたまま nの値を計算可

能な最大値である170まで増加させる必要があった。これ

は，3.2に記載したように，二項分布をポアソン分布に近

づけていることに他ならない。また，ポアソン分布と二

項分布（n＝170）のAICの差であるAIC0-AIC2は，１よ

りも小さな値であり両者には有意な差が見られない。

二項分布は，各トランスポンダの応答過程をもとに，

より正確なモデルを構成できる可能性がある。しかし，

確率を算出するために必要なパラメータがポアソン分布

より多く，特に混信数の最大値 nを選択する必要がある

など，分布形状のフィッティングに比較的手間がかかる。

このとき，nが実際のトランスポンダ数に等しいとは限

らないなど，nの値を理論的に求めることには困難が伴

う。また，一般に空域内の質問信号発生量の分布が不均

一であるため，空域内の各トランスポンダの送信信号が

原因である混信の発生が均一であるとは限らない。

表３や5.4に示すように，二項分布とポアソン分布のモ

デルの違いと比較して平均混信数の時間変動による分布

形状の変化が大きい。表３から表５に示すように，分布

の値は小数点以下２から３桁の精度を持っているため，

簡便に計算できるポアソン分布によって実用的に十分な

計算精度が得られる。

以上の実験結果より，次のことがわかった。

●モード S拡張スキッタへの混信数の分布形状は，無

制約な多項分布ではなく，何らかの制約を受けてい

る。

●混信数の分布形状は，平均混信数 rを用いるポアソ

ン分布により少ないパラメータで効果的に近似され

る。

●混信数の分布形状は，二項分布よりポアソン分布の

方が簡便に算出可能である。また，二項分布の適合

度を高くするためには最大混信数を示すパラメータ

nを大きくする必要があり，結果的にポアソン分布

に近くなる。

これにより，これまで行われてきたポアソン分布を用

いる性能予測 について，実験による根拠を与えること

ができた。少なくとも，実験した東京空域においては実

用的に十分な近似である。

5.3 混信の電力分布

モード S拡張スキッタのデータブロックは，パルス位

置変調されている。このため，受信信号の S/Nが十分大

きい場合は，混信する信号の受信電力がモード S拡張ス

キッタの受信電力の6dB下を越える場合に混信による

ビット誤りなどの影響が現れる。このように混信の影響

の有無はその電力に依存するため，モード S拡張スキッ

タに対する非同期混信妨害の影響を考えるためには，非

同期混信妨害となる信号の電力分布が必要になる。この

電力分布がわかれば，モード S拡張スキッタの受信電力

に応じて平均混信数を求めることができ，前述のポアソ

ン分布を用いて混信数の分布を求めることができる。

一般に，非同期混信妨害の電力分布は，受信位置に対

するトランスポンダ搭載航空機の距離分布，考えている

空域内での質問信号発生量分布，トランスポンダの送信

電力と受信点方向へのアンテナ指向性も考慮した実効放

射電力の分布など，多くの要因が関与していると考えら

れる。

非同期混信妨害の電力分布の測定値を図５に示す。こ

の図では20,000秒間に20,000回測定した結果を集計し

た。図５において，受信電力が約－65dBm以上の場合に

混信信号の検出数が受信電力に反比例している。これよ

り低電力では，グラフの傾斜に段差が見られるなど，別

の傾向を示している。低電力の領域では測定に使用した

受信機の雑音やMTLなどの影響も考えられるため，詳

細な検討のためには低雑音高感度受信機を用いてさらに

低電力の非同期混信妨害を測定する必要がある。

一方，100秒毎の短時間集計では，受信電力分布に一定

の形状が見られなかった。短時間集計では，近傍の航空

機の有無が比較的大電力の受信信号の数に大きく影響す

るためである。近距離の航空機が存在する場合には，図

６のように大電力の信号が比較的多く受信される場合も

ある。

表６ AICの比較

日時 測定回数 AIC0 AIC0
-AIC1

AIC0
-AIC2

３月５日 20000 37538.1 －0.91 －0.18

３月５日 100 230.7 －2.03 －0.05

３月６日 7000 13463.1 －3.35 －0.59

３月７日 5000 9234.9 －5.95 －0.15

備考：AIC0：ポアソン分布，AIC1：多項分布，

AIC2：二項分布（n＝170）
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5.4 平均混信数の時間変動

前述のように，混信数はポアソン分布により良好に近

似されることがわかった。しかし，ポアソン分布の形状

を決定するパラメータである平均混信数 rの測定値は，

時間経過に伴って激しく変動した。

平均混信数の時間変化について例を図７に示す。図で

は，ACASが他の航空機と遭遇する時間を考慮して100

秒毎に平均混信数を求めてプロットした。変動の理由は，

受信位置周辺を飛行する航空機数の変化により，非同期

混信妨害となる信号の送信源になるATCトランスポン

ダや，これらに対する質問信号発生源の一つである

ACASの数が変化するためである。また，一部の IFFは，

必要な場合にのみ質問信号を送信するため，質問信号の

発生量が大きく変化する場合もある。

100秒毎に測定された平均混信数の分布を，図８に示

す。測定された平均混信数は，その平均値の約２倍まで

の範囲で分布している。混信数の分布形状がポアソン分

布で近似されても，その分布形状パラメータである平均

混信数 rはポアソン分布で近似できるとは限らない。

６．モード S拡張スキッタ解読率の予測計算

実験結果より，ポアソン分布モデルを用いて非同期混

信妨害の混信数の分布を表現できることが確認された。

混信数がポアソン分布する性質の応用例として，モード

S拡張スキッタの解読率 P を算出した例を示す。

6.1 解読率の予測計算の方法

ポアソン分布を用いて，非同期混信妨害がスキッタに

混信するタイミングで k個受信される確率を平均混信

数 rから算出できる。モード S拡張スキッタのデータブ

ロックは誤り検出訂正符号化されているが，誤り検出訂

正できる混信数には限界がある。混信数 kの値が許容範

囲になる確率として，非同期混信妨害のもとでモード S

拡張スキッタの解読率 P の値を求めることができる。

異なるモードの応答信号によるフルーツは異なるモー

図５ フルーツの電力分布（20,000秒集計)

図６ フルーツの電力分布（100秒間集計)

図７ 平均混信数の時間変動

図８ 平均混信数の分布
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ドの質問信号によって発生するため，独立性が高いと考

えられる。また，異なるモードの応答信号波形を持つス

キッタを送信する場合も，各トランスポンダに発生する

雑音などがその発生に関与するため，独立性が高い。こ

のため，解読率 P は，非同期混信妨害する信号毎に分離

して，次のように算出できる。

P ＝P P ⑹

ただし，各変数は次の意味を持つ。

P ：モードA/C非同期混信妨害に対するモード S

拡張スキッタの検出確率

P ：モード S非同期混信妨害に対するモード S拡張

スキッタの検出確率

ここで，モード S非同期混信妨害による P の値は，次の

ように，２種類の継続時間を持つ信号に分けて考える必

要がある。

P ＝P P ⑺

ただし，各変数は次の意味を持つ。

P ：モード Sショート応答信号や従来型のスキッタ

による劣化率

P ：モード Sロング応答信号とモード S拡張スキッ

タによる劣化率

これらの確率を算出するため，許容される混信数を求

める。モード S応答信号は24μsの範囲内のバースト誤

りを検出訂正可能である 。同形式の拡張スキッタも信

号の長さが20.75μsのモードA/C非同期混信信号の混

信数 kが１以下なら信号解読に影響しない。また，混信

数 kが２以上の場合でも，24μs以内の範囲に限定され

た混信の場合は解読可能である場合がある。しかし，混

信数 kが２以上の場合は信号解読が不可能とみなして

控えめな性能を算出することにした。このとき，モード

A/C非同期混信妨害を受けた場合のモード S拡張ス

キッタの検出確率 P は，次の式で算出できる。

P (r )＝p(0，r )＋p(1，r ) ⑻

ここで，各記号は次の意味を持つ。

p(k，r)：⑵式に示したポアソン分布

r：モードA/C非同期混信妨害の平均混信数

モード S非同期混信信号の信号長は64μsまたは120

μsであり，信号内のほとんどの期間がパルスであるた

め，１個でも重なればスキッタは検出不能とみなして控

えめな性能を計算した。このため，モード S非同期混信

を受けた場合のモード S拡張スキッタの検出確率 P

は，次の式を用いて算出できる。

P (r ，r )＝P (r )P (r )＝p(0，r )p(0，r )⑼

ここで，各記号は次の意味を持つ。

r ：モード Sショート応答信号とモード Sスキッタ

による平均混信数

r ：モード Sロング応答信号とモード S拡張スキッ

タによる平均混信数

各モードの信号による平均混信数 rは，式⑶により求

められ，各モードの平均信号発生レート fと対応する混

信期間 Tの積である。モード S拡張スキッタの混信期間

Tは，モード S拡張スキッタの継続時間と各モードの信

号継続時間の和である。この混信期間は，前述の実験で

混信を検出する受信期間としても使用されており，表２

の値と同じである。

計算に使用する平均信号発生レート fは，モード S拡

張スキッタの受信電力に応じて変化する。受信電力がス

キッタに対して6dB下より低い非同期混信妨害は，符号

解読に影響しないため無視でき，混信数に含める必要は

ない。

6.2 解読率劣化の予測計算結果

各モードの非同期混信妨害の平均信号発生レートと

モード Sスキッタの解読率の関係を図９から図11に示

す。拡張スキッタ相互の混信など，図11に示したモード

Sロング応答信号と同型式の信号の混信による解読率劣

化ついては，Orlando他による詳細な分析が発表されて

いる 。

これらの図より，モード S拡張スキッタの解読率は，

モード Sスキッタと比較して，非同期混信妨害の影響に

よる劣化が大きいことがわかる。例えば，図９に示すモー

ドA/C非同期混信信号の影響を見ると，信号発生レート

が3.6kHzではモード Sスキッタの解読率が0.95である

のに対して，モード S拡張スキッタの場合は0.91まで劣

化している。これは，モード Sスキッタと比較して，混

図９ モードA/C非同期混信妨害による解読率の劣化
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信期間 Tが56μs増加し約２倍になるためである。

これらの図より，ある平均信号発生レートにおけるス

キッタ解読率を求めることができる。例として，東京空

域で測定された-77dBmを越える平均信号発生レート

は，モードA/C非同期混信信号が3.6kHz，モード S非

同期混信信号が20Hzである。この場合は，受信電力が

-71dBmのモード S拡張スキッタについて解読率を算

出していることになる。この値は，ACASのMTL公称

値である-74dBmよりやや高い。モード S非同期混信妨

害による解読率劣化は Pdsが1に近いため無視でき，主

にモードA/C非同期混信妨害により解読率が0.91に劣

化することがわかる。

測定された平均混信数の時間変化を用いて，東京空域

における解読率 P の値の時間変化を算出した結果を，図

12に示す。この平均混信数がACASと同等の受信機を用

いて測定されたため，ACAS受信機を東京空域にてス

キッタの受信に用いた場合の解読率になる。計算に使用

した平均混信数の値は，図７と同じ期間に測定されたも

のである。図の中で解読率 P の最低値は0.76であるが，

0.8以下の値になる例は極めて希であることがわかる。

この計算において，モード Sショート応答信号または

モード Sスキッタによる劣化は，最も大きい場合でも

P ＝0.97であり，モードA/C非同期混信妨害による劣

化が主であることがわかる。この計算では，モード Sロ

ング応答信号やモード S拡張スキッタによる非同期混

信妨害の発生を無視しているため P ＝1としているが，

図11に示したように P ＝0.9になるのはその平均信号

発生レートが約400Hzになる場合である。例としてモー

ド S拡張スキッタまたはモード Sロング応答信号の送

信レートを航空機１機あたり５Hzとすると，干渉する

電力レベルのスキッタを送信する航空機が受信機周辺に

80機ある場合に相当する。

また，受信機感度を高くして覆域を拡張する場合，低

電力の非同期混信妨害の影響を受けるようになるため，

平均混信数が増加する。例としてモードA/C非同期混信

信号の平均信号発生レートを上記の２倍とし7.2kHzに

すると，解読率は0.74まで劣化することが図９からわか

る。一方，図10を見ると現在のモード S非同期混信信号

の平均信号発生レートが20Hzと非常に低いため，その

値のみが現状の10倍に増加しても解読率は0.88までの劣

化にとどまっている。

6.3 今後の課題

6.3.1 将来の信号環境の予測

1090MHzチャネルの平均信号発生レートの値は1030

MHzチャネルの質問信号発生量の影響を受けるため，

考えている空域における SSR/IFF，ACAS，ATCトラ

ンスポンダなどの運用状況によって変化する。

特に，モード S非同期混信信号の平均信号発生レート

は，モード S拡張スキッタの導入以外にも，SSRモード

図10 モード S非同期混信妨害による解読率の劣化

（モード Sショート応答信号などによる場合）

図11 モード S非同期混信妨害による解読率の劣化

（モード Sロング応答信号などによる場合）

図12 解読率 P の時間変化
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Sの運用開始やACASの搭載率向上によって大幅に変

化すると考えられる。一方，SSRモード Sの導入は，モー

ドA/C非同期混信信号の発生量を減少させる効果があ

ると予想され，総合的な信号環境の変化を考慮して解読

率の劣化を算出する必要がある。

将来の平均信号発生レートなど信号環境の変化の予測

は，今後の研究課題である。特に，ACASや航空機間隔

維持支援装置ASAS（Airborne Separation Assistance
 

System）など航空機搭載機器については，飛行中の航空

機において観測される信号環境の性質が重要である。

6.3.2 応用システムの性能予測

モード S拡張スキッタが正しく受信解読される確率

Pは，その応用システムの性能予測に使用される。例と

して，能動的に質問信号を送信する従来の監視方式と質

問信号を送信する必要がないモード S拡張スキッタを

用いる受動監視を組み合わせる複合監視方式がACAS

のために提案されている。また，モード S拡張スキッタ

をADS-Bに応用し，将来の航空機搭載監視装置として

期待されているASASの実現も期待されている。

これらの監視用データリンクへの応用では，受信され

る位置データなどに対してレーダと同様にトラッキング

処理が行われるため，位置や速度のデータを受信できな

い場合はその予測値を使用できる。このため，若干のデー

タ欠落は許容される。これらのシステムにモード S拡張

スキッタを応用する場合の性能評価では，スキッタを用

いるデータリンクのデータ欠落がこの許容範囲内である

かどうかを検証する必要がある。

このように，実際の応用においてモード S拡張スキッ

タが実現できるシステム性能を予測計算することも今後

の課題である。

6.3.3 混信する信号の電力分布

今回の実験においては，受信機感度の限界などにより，

低電力の信号に関して十分な電力分布測定を実施できて

いない。将来のADS-Bでは覆域拡張のために高感度受

信機が使用されることも予想され，その性能予測には低

電力の非同期干渉妨害に関して受信電力と発生量の関係

を知る必要がある。

７．まとめ

将来のADS-BやACAS複合監視方式への導入が検

討されているモード S拡張スキッタについて，非同期混

信妨害による解読率劣化の算出に使用される統計モデル

の妥当性を実験により検証した。これまで，統計モデル

としてポアソン分布を用いる解読率の予測計算が行われ

ていたが，その統計モデルの妥当性に関する検証が行わ

れていなかった。

そこで，非同期混信妨害となる信号を受信測定し，混

信数の分布や電力分布を求めた。実験の結果，東京空域

において航空機がACASの覆域を通過する時間にほぼ

等しい100秒の短時間集計をしても，混信妨害の相対度数

はポアソン分布モデルによる予測結果と一致することが

わかった。また，赤池情報量規準AICを用いて，ポアソ

ン分布が実際の分布形状を近似できることを確認した。

この結果は，これまで行われてきたポアソン分布を用い

る性能評価に，実験的な根拠を与えるものである。

実験により検証されたポアソン分布を用いて，モード

S拡張スキッタの解読率を算出した。測定結果から得ら

れた平均信号発生レートをもとに，東京空域の環境で予

測されるモード S拡張スキッタの解読率を試算した。

将来の航空機上で観測される平均信号発生レートや，

これを考慮したモード S拡張スキッタ応用システムの

性能予測については，今後の課題である。
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